
資料１

平成28年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
結果(速報値 〈平成２９年１０月２６日文部科学省公表〉について）

調査対象：国公私立小・中・高等学校

１ 不登校
小学校 中学校 高等学校
H28 H27 H28 H27 H28 H27

5.2 28.5 16.41,000人当たりの不登 5.2 27.5 16.1（ ）校児童生徒数 本県

4.2 28.3 14.91,000人当たりの不登 4.8 30.1 14.7校児童生徒数（全国）

41位 29位 36位順 位 36位 15位 36位

・小学校は前年度と同数、中・高等学校は減少した。
・中学校では個別シート等に基づいたアセスメントをもとに対応した結果、２、３年
生の不登校生徒数が減少し、1,000人当たりの不登校生徒数が全国平均を下回った。

・高等学校では学習支援等、より丁寧な対応の結果、新たに不登校になる生徒が減少
した。

２ いじめ
1,000 アンケート人当たりの 解消率(%)認知件数 実施率(%)
H28 H27 H28 H27 H28 H27

27.6 97.8 98.9本 県 36.6 98.1 99.1

16.5 88.7 97.7全 国 23.9 90.6 97.7

9位 2位 12位順 位 12位 2位 10位

・いじめを積極的に認知し、解消率も高い。
・アンケート、面談等の徹底により、未然防止と早期発見・早期対応を促進した。
・公立学校のアンケート実施率は平成28年度100％（平成27年度99.5％）である。

３ 中途退学
在籍者数に占める中途退学者数の割合

H28 H27
1.4本 県 1.2
1.4全 国 1.4
23位順 位 17位

・主な理由は、進路変更、学校生活・学業不適応である。
・各学校における生徒の状況把握や基礎学力定着のための学習支援等、より丁寧な対
応の成果として、全国平均を下回る結果につながった。

４ 暴力行為
小学校 中学校 高等学校

H28 H27 H28 H27 H28 H27

2.3 17.8 3.31,000人当たりの 2.7 14.2 2.6（ ）発生件数 本県

2.6 9.5 1.91,000人当たりの 3.5 8.8 1.8（ ）発生件数 全国

32位 45位 47位順 位 27位 42位 42位

・小学校では、特定の児童が自分の感情をコントロールできず、繰り返し暴力行為
を行った。

・中・高等学校では、個々の生徒の状況を丁寧に見立て、組織的に対応したことによ
り、暴力行為の未然防止につながった。

・軽微な事案も見逃さず、暴力行為として厳正に対処している。



参考資料

平成２８年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
（不登校、いじめ、中途退学、暴力行為 」結果（速報値））

平成２９年１０月２６日文部科学省公表
１ 不登校について

（１）本県公立学校の不登校児童生徒数の増減等

公立小学校 公立中学校 公立高等学校
平成２７年度 ２５２人 ７７１人 ４２４人

５.３人 ３１.０人 １７.０人千人当たりの不登校児童生徒数

平成２８年度 ２４５人 ７０８人 ４０２人
５.３人 ２９.５人 １６.３人千人当たりの不登校児童生徒数

増減（２７年度比） －７人 －６３人 －２２人

（２）不登校の要因と考えられる状況
［公立小学校］
・学校に係る状況では いじめを除く友人関係をめぐる問題 が主な理由であり 同問題には 学「 」 、 「
校における人間関係」に課題を抱えていたり 「不安」が大きい傾向が見られる。、

［公立中学校］
・学校に係る状況では「いじめを除く友人関係をめぐる問題」と「学業の不振」が主な理由であ
り 「いじめを除く友人関係をめぐる問題」には「学校における人間関係」に課題を抱えてい、
たり 「不安」が大きい傾向が、また「学業の不振」には「無気力」や「不安」の傾向が見ら、
れる。

［公立高等学校］
・学校に係る状況では「学業の不振 「入学、転編入学、進級時の不適応 「いじめを除く友」、 」、
人関係をめぐる問題」が主な理由であり 「不安」や「無気力」の傾向が見られる。、

（３）前年度と比較した不登校児童生徒数の状況
［公立小学校］

個別シート等を活用したアセスメントを・６年生は不登校が継続している児童が多かったが、
新たに不登校になる児童を減らすことができた行う校内支援体制が整ってきたことにより、

と考える。
［公立中学校］

中学校では、個別シート等に基づいたアセスメントをもとに適切に対応した結果、２、３年生・
の不登校生徒数が減少し、千人当たりの不登校生徒数が全国平均を下回った。

［公立高等学校］
・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー配置の充実等で、学校の教育相談体制の
整備がさらに進み、個々の生徒がもつ課題に合わせた丁寧な支援を行ったため、不登校生徒数
が減少したと考える。

（４）不登校に対する県の取組
・公立小・中学校において「累計５日以上欠席した児童生徒の個人状況・学校対応状況シー
ト」を活用し、不登校の兆候の早期発見と適切な対応ができるように取り組むとともに、
校種間の連携を強化し、児童生徒が進学する際の不適応を緩和するよう取り組んだ。

・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の配置を拡充した。
・ 不登校を生まない集団づくり（平成２７年３月刊行 「子どもの安全・安心サポート「 ）」、
マニュアル 見逃さないで！ 子どものＳＯＳ（平成２７年８月刊行 「累計５日以上）」、
欠席した児童生徒の個人状況・学校対応状況シート」を活用して、不登校の未然防止や早
期発見・早期対応に向けた校内研修等を実施するよう指導した。

、「 」・平成２７年１２月から平成２８年６月にかけて 和歌山県不登校対策に係る有識者会議
を開催し、不登校の未然防止や早期発見・早期対応、不登校児童生徒の学校復帰について
協議した。

・児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう「みんな生き生き！学級集団づくり
（平成２８年３月刊行 」を活用した研修や、教育相談主事等が学校を訪問し、グループ）
アプローチの手法を活用した学級集団づくりの指導・支援を行った。
応指導教室連絡協議会を開催し、県教育委員会と大学関係者、本県学校サポートチー・適

ムの臨床心理士、指定３市町（和歌山市、湯浅町、御坊市）の担当者及び適応指導教室
代表等が の適応指導教室の取組を、訪問支援の効果等について協議した。また、県内
充実させることを目的に、 応指導教室連絡協議会において、県内すべての市町村教育適
委員会及び適応指導教室代表等が、不登校対策について情報交換を行った。



２ いじめについて

（１）本県公立学校のいじめの認知件数の増減等

①校種別の状況について

公立特別支援学校公立小学校 公立中学校 公立高等学校
平成２７年度 ２,３４５件 ４５２件 １５２件 ４件

４９.６件 １８.１件 ６.１件 ２.８件千人当たりの認知件数

平成２８年度 ３,３０５件 ３８８件 １３１件 ８件
７９.７件 １５.９件 ５.３件 ５.８件千人当たりの認知件数

増減 ２７年度比 ＋９６０件 －６４件 －２１件 ＋４件（ ）

②いじめの態様について（複数回答）
［公立小学校］
１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる ２,１７９件
２ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする ６３０件
３ 仲間はずれ、集団による無視をされる ３７９件
＊パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる １５件

［公立中学校］
１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる ２１３件
２ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする ６３件
３ 仲間はずれ、集団による無視をされる ５３件
＊パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる ４０件

［公立高等学校］
１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる ８５件
２ パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる ２３件
３ 仲間はずれ、集団による無視をされる １７件
４ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする １７件

［公立特別支援学校］
１ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする ４件
２ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる ２件
３ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする １件

③いじめの認知件数について
前年度と比較して増加・減少した要因と学校の対応

［公立小学校］
いじめの認知に対する学校・教職員の意識を高めることにより、各学校でいじめを積極的に認

知し、見逃さない状況が進んだ。
［公立中学校］

個々の生徒の状況を丁寧に見立て、組織的に対応することにより、いじめの未然防止が進み、
。認知件数が減少した

［公立高等学校］
個々の生徒の状況を丁寧に見立て、組織的に対応することにより、いじめの未然防止が進み、

。認知件数が減少した

＊いじめアンケートの実施率 １００%
＊いじめの解消率 ９８.２％（平成２９年３月３１日現在 前年度比＋０.１ポイント）
＊追跡調査により、平成２８年度に認知したいじめのうち９９.９％（平成２９年１０月１日
現在 前年度比＋０.１ポイント）は解消と確認した。

（２）いじめ問題に対する取組

①未然防止、早期発見・早期対応への意識の向上
・ いじめ問題対応マニュアル（平成２４年１１月刊行・平成２７年８月増刷 「子どもの安全「 ）」
・安心サポートマニュアル 見逃さないで！ 子どものＳＯＳ」を活用した校内研修の充実を
図った。

・いじめアンケート調査や面談の実施、きめ細かい児童生徒の実態把握等による未然防止、早期
発見・早期対応への指導を徹底した。

②いじめヒアリングの実施
・県立学校及び市町村教育委員会に対して、いじめアンケート調査にもとづき、ヒアリングを実施
し、いじめ問題への取組等について協議を行った。

③「知事メール 「教育長ポスト」の開設（平成２４年度から実施）」、
教職員や保護者等に相談できないケースに直接応えるため、メール相談窓口を開設している。



④校内研修の充実
「いじめ問題対応ハンドブック（平成２５年３月刊行 「いじめ問題対応マニュアル 「子ど）」 」

もの安全・安心サポートマニュアル 見逃さないで！ 子どものＳＯＳ」を活用して、教職員の
共通理解やいじめに対する感性、問題解決のスキルを高めるための校内研修等を実施するよう指
導した。なお、実施の有無等についても調査し、未実施の学校には早急に行うよう指導した。

⑤生徒指導担当者への研修の実施
和歌山県生徒指導研究協議会等を開催し 生徒指導担当者に いじめ問題対応マニュアル 子、 「 」「

どもの安全・安心サポートマニュアル 見逃さないで！ 子どものＳＯＳ」等をもとに、早期発
見・早期対応の方策について研修した。

⑥ネットトラブルに係る取組
・ネットパトロール
ネット上のトラブルに巻き込まれないようネットパトロールを行い、不適切な書き込み等を発
見した場合は、学校や市町村教育委員会を通じて削除するなど適切に指導した （平成２７年。
度 ９７５件、平成２８年度 ９６３件）

・ネット指導教員養成講座
ネットの危険性から児童生徒を守るため、青少年・男女共同参画課が平成２７年度から実施し
ているネット指導教員養成講座の運営に協力するとともに、同講座で使用する各種教材を作成
し、各学校に積極的に活用するよう指導した （平成２７年度 ３０回、平成２８年度 ２９。
回）

⑦学校支援サポーターの派遣（平成２１年度から、県警察本部少年課が主管）
問題行動がある中学校に対し、落ち着いた環境で学習できるよう警察関係者を派遣した。

⑧スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の配置の拡充（平成２８年度の状況）
・スクールカウンセラー等
公立小学校９７校（前年度比＋１０校 、公立中学校１０５校（前年度比±０校、配置を希望）
するすべての学校に配置 、公立高等学校４９校（前年度比±０校、配置を希望するすべての）
学校に配置 、特別支援学校９校（前年度比＋２校、配置を希望するすべての学校に配置））
（合計２６０校）

・スクールソーシャルワーカー等
２４市町村（和歌山市を含む （前年度比＋１市町村）。）
４県立高等学校（前年度比±０校、定時制・通信制課程併設校）



３ 中途退学について

（１）本県公立高等学校の中途退学者数の増減等

公立高等学校 全日制 定時制 通信制
平成２７年度 ３８２人 ２２３人 ９８人 ６１人

１.５％ １.０％ １０.１％ ３.６％中途退学率
平成２８年度 ３１３人 １８４人 ７３人 ５６人

１.３％ ０.８％ ８.１％ ４.０％中途退学率
増減 ２７年度比 －６９人 －３９人 －２５人 －５人（ ）

※すべての課程において中途退学者数が減少している。

（２）中途退学の主な理由
・全日制・定時制に共通する主な理由として、多い順に「進路変更 「学校生活・学業不適応」」、
となっている。

・ 進路変更」の内訳として 「就職を希望 「別の高校への入学を希望」が多い。「 、 」、
・ 学校生活・学業不適応」の内訳として 「もともと高校生活に熱意がない 「学校の雰囲気「 、 」、
が合わない」が多い。

（３）中途退学等に対する今後の取組
、 。・欠席しがちな生徒や不登校生徒に対する学習支援の体制を整備し 学習面での不安を解消する

、 。・中学校との連携を強化し不本意入学を減らすとともに 充実した学校生活を送れるようにする
・特別支援教育の視点を取り入れた授業方法の工夫改善や、公開授業、研究授業を積極的に行う
ことにより「わかる授業」を展開する。

・学び直す機会を設けるなどして、基礎学力の定着が不十分な生徒にきめ細かい指導を行う。
・問題行動を起こした生徒に対して、学習支援を行いながら内省を促すため、別室登校指導等の
特別指導を行う。

・校内の教育相談体制を充実するとともに、スクールカウンセラー等との連携を一層深め、生徒
の不安や小さなつまずき等に対し組織的に対応する。また、スクールソーシャルワーカーは福
祉の面から生徒を支援し、中途退学者を減らす取組を進める。

・保護者と連携・協力しながら、生徒の生活習慣の改善を図る。



４ 暴力行為について

（１）本県公立学校の暴力行為発生件数の増減等

暴力行為の内訳
公立小学校 暴力行為

対教師暴力 生徒間暴力 対人暴力 器物破損
平成２７年度 １０６件 １０件 ７４件 １件 ２１件

２.２件 ０.２件 １.６件 ０.０２件 ０.４件千人当たりの発生件数

平成２８年度 １２７件 ２９件 ８６件 ３件 ９件
２.７件 ０.６件 １.９件 ０.０６件 ０.２件千人当たりの発生件数

増減 ２７年度比 ＋２１件 ＋１９件 ＋１２件 ＋２件 －１２件（ ）

暴力行為の内訳
公立中学校 暴力行為

対教師暴力 生徒間暴力 対人暴力 器物破損
平成２７年度 ４８８件 ５５件 ２５６件 ４７件 １３０件

１９.６件 ２.２件 １０.３件 １.９件 ５.２件千人当たりの発生件数

平成２８年度 ３６３件 ３４件 ２１８件 ２６件 ８５件
１５.８件 １.９件 ９.１件 １.１件 ３.８件千人当たりの発生件数

増減 ２７年度比 －１２５件 －２１件 －３８件 －２１件 －４５件（ ）

暴力行為の内訳公立高等学校 暴力行為
対教師暴力 生徒間暴力 対人暴力 器物破損

平成２７年度 ９７件 ５件 ７７件 ３件 １２件
３.９件 ０.２件 ３.１件 ０.１件 ０.５件千人当たりの発生件数

平成２８年度 ７０件 ７件 ５６件 ３件 ４件
２.８件 ０.３件 ２.３件 ０.１件 ０.２件千人当たりの発生件数

増減 ２７年度比 －２７件 ＋２件 －２１件 ±０件 －８件（ ）

（２）前年度と比較して増加・減少した要因と学校の対応
いじめの未然防止、早期発見・早期対応に取り組む中で、暴力行為に至るまでに状況の改善

が図られ、暴力行為の発生件数が減少した。
［公立小学校］

特定の児童が、自分の感情をコントロールできず、繰り返し暴力行為を行ったため増加した。・
・主な対応として、教職員の指導のもと被害児童への謝罪を行ったり、各加害児童の状況を踏ま
えた個別指導を継続的に行ったりした。

・未然防止を目的に 「道徳読み物資料集 心のとびら」を活用した授業等、規範意識を醸成す、
る取組を行った。

［公立中学校］
、 、 、・個々の生徒の状況を丁寧に見立て 組織的に対応することにより 暴力行為の未然防止が進み

。発生件数が減少した
・主な対応として、教職員の指導のもと被害生徒への謝罪を行ったり、警察・青少年補導センタ
ー・児童相談所等の関係機関と連携しながら再発防止に向けた指導を行ったりした。

・未然防止を目的に 「道徳読み物資料集 希望へのかけはし」を活用した授業等、規範意識を、
醸成する取組を行った。

［公立高等学校］
、 、 、・個々の生徒の状況を丁寧に見立て 組織的に対応することにより 暴力行為の未然防止が進み

。発生件数が減少した
・家庭謹慎指導だけでなく、登校させ、別室で内省を促す指導を行ったり、警察・青少年補導セ
ンター・児童相談所等の関係機関と連携しながら規範意識の醸成を図った。また、特別支援教
育の視点を取り入れた指導や個別に学習支援を行うなど、生徒の心に寄り添った丁寧な指導を
行った。

［すべての校種］
・ いじめ問題対応マニュアル 「子どもの安全・安心サポートマニュアル 見逃さないで！「 」
子どものＳＯＳ」を活用した校内研修の充実を図った。

・いじめアンケート調査や面談の実施、きめ細かい児童生徒の実態把握等による未然防止、早期
発見・早期対応への指導を徹底した。


